申立書と答弁書の争点対比一覧表（詳細）

2005年7月8日

債権者をＸ、債務者をＹと略称。

申立書
答弁書
Ｆコメント
再反論

第１、はじめに（3頁）

１、近年の食品事故の特徴

①大規模な食品事故が毎年のように多発

②それが有害化学物質というより、病原性微生物を原因とする食品や家畜を介在した新興の感染症（BSEや鳥インフルエンザなど）の脅威にさらされていること

バイオハザードはバクテリア・ウィルス等の微生物に限られず、たんぱく質をめぐっても発生（「L－トリプトファン」事件）。

本件もまた、「ディフェンシン」というたんぱく質をめぐる実験の危険性・問題点が争われたもの
４　GM作物と事故について（６頁）：

· いずれの事故も本件と何ら関係がない。

· ＧＭ作物に由来すると証明された食品事故は１件も知られていない。
これらの例は、食品事故が複合的要因によって開始・拡大されたことを示したものであり、GM作物を含む食品事故が予見不可能な特性をもつことを示唆したものある。
←資料（宿・安）ホント？

でも、迷宮入りさせられた「L－トリプトファン」事件の類は山のようにあるのではないか。

２、本件紛争の概要（3頁）

Ｙが、本年4月14日、GMイネの野外実験を行なうことをHPで発表、この事実を知ったGMイネの安全性に疑問・不安を抱く多くの市民が実験の中止を求めたにもかかわらず、Ｙがこれに耳を傾けようという姿勢が全くなかったため、やむなく、裁判手続となったもの




３、本件紛争の本質（4頁）

GMイネの野外実験の必要性もなければ、その危険防止手段に関する正当性も証明できてなければ、さらにはそれまでの実験室内から野外実験に移行する必然性の証明もできていない、一言で言えば杜撰極まりないＹのGMイネ野外実験に対して、そこから何の利益も恩恵もあずからない、受けるのはもっぱら、安全に安心して食することができる人格権をはじめとする諸々の権利の剥奪或いはその脅威だけという、理不尽極まりない立場に置かれた市民たちの異議申立てにほかならない




4, 用語の解説（５頁）




第２、当事者

１、Ｙ（５頁）
第3、

２、Ｙについて（２頁）



２、Ｘら（６頁）

Ｘ番号１～２は、本件圃場の近隣でコメを生産、出荷している農業従事者。

Ｘ番号３～12は、本件圃場の近隣で生産されたコメを購入し、食している者。




第３、被保全権利

１、Ｘ番号１～２（６頁）

いもち菌等を故意に散布し、周辺に拡散させるおそれが高い。その結果、環境をいたずらに汚染するばかりでなく、新たにいもち病等を発生させることも十分予想されるのである。仮にいもち病等が発生すれば、当然農薬殺菌剤を散布せざるを得なくなり、コメへの農薬残留量も当然高くなる。

Ｘらが生産するコメと本GMイネとの交雑も起こり得るので、遺伝子組み換えに否定的な消費者は、当然Ｘらの生産するコメを買い控える。

交雑のおそれを理由とする新潟産米という高品質ブランドの毀損による販売量、販売額の低下（レピュテーションリスク）、耐性菌の増加による将来の生産コストの増加等、農業従事者としての生産基盤を一挙に失わせ、Ｘらに回復不能の損害を蒙らせるおそれがある
第４　法的主張

２(1)被保全権利（18頁）：

・憲法13条、22条、29条を根拠に求めているように見えるが、これらは本来的に私人間に適用がなく、また仮に私人間適用があり得るとしても、その要件・射程距離について議論がなく、適用の前提を欠く。

・If not,本実験はカルタヘナ法に準拠した適法な実験である。

(3)因果関係：Ｘ１，２は，いずれも本件圃場からはるか遠くに圃場を持ち，実験と損害の因果関係がない。

＊我々の被保全権利は、元々民法910条が定める人格権であり、その権利の実質を明らかにする上で、憲法13条、22条、29条が呼び出されたものである。

＊そもそも、一民間企業ではなく、「農水省所管の独立行政法人として」本実験を「国家プロジェクトとして遂行しているもの」（４頁）と自負して憚らないＹに憲法の私人間適用といった私的な議論は無用であろう。

←本差止で問題にすべき因果関係とは、本実験と権利侵害との因果関係である。

そして、GM事故固有の特質のひとつ＝予見不可能性（10頁）を考慮すれば、現実的事故の発生ではなく、危険性の発生をもって権利侵害ありと考えるべき。

２、Ｘ番号３～12（７頁）

健全な食物の生産と消費を基礎とする食の安全、安心は、ヒトが平穏に生存し、自らを発展させ、持続可能な社会を維持するための最も基本的な前提条件というべきものであって、それ自体が安全に、安心して食するという人格権であるのみならず、現代におけるあらゆる生存権、人格権の基礎をなすものであり、国もこれに最大限の配慮することが求められている（食品衛生法１条参照）。

・周辺イネとの交雑の危険性があり、そうなればＸらは知らぬまに、長期間にわたって本GMコメを食することになる。また仮に交雑しないとしても、後述する通り、周辺に新たないもち病や白葉枯病が多発する危険性が極めて高く、その場合にはＸらが購入して食べているコメにも、当然、農薬殺菌剤が使用され、高濃度の農薬が残留するコメを食べることにもなりかねない。

・未だ未完成のGM技術により、未知の健康被害を蒙る恐れがあるだけでなく、交雑した本GMコメを食しているのではないかとの不安も、主食たるコメを安全に、安心して食するという人格権を侵害するもので、その侵害の程度はリスクのみ負い、ベネフィットは何もないＸらの受忍の限度を明らかに超え、これによる発生する損害の事後的回復も不可能である。





第４　法的主張

２(2)損害（19頁）：具体的摘示がない。

本差止の主眼は、損害賠償ではなく、何よりも人格権の侵害であり、差止にとっては、それで必要かつ十分。

第４、GM技術の問題点

１、GM技術と従来の技術との際立ったちがいについて（８頁）

GM技術によって作出される新規生物にはそのような緩衝時間が与えられず、よって、GM技術は予見が難しい帰趨に十分な予防を講じる必要があり、場合によっては計画自体の破棄も考慮しなければならない。




２、GM技術固有の危険性・問題点（９頁）

従来の機械的な技術とは本質的に異なり、そこには必然的にGM技術固有の危険性・問題点を孕んでいる。

遺伝子は発現したあと、ゲノム中の他の遺伝子産物との相互作用により、その機能を発揮するが、局所的な遺伝子の組み換えによって引き起こされるすべての相互作用をあらかじめ予見することはほとんど不可能だから。

たとえ組換え遺伝子自体に明白な害作用が予想されなくとも、その遺伝子産物と他の遺伝子産物との相互作用が新たな問題をもたらすことは十分にあり得る。

ゲノムは本来、全体として１つの動的な平衡状態をとって個体をつかさどる。その一部が組み換えられることによって、平衡状態が局所的に破られると、系はその不均衡を回復しようとする。このとき個体に対して生じる害作用を予め予想することは殆ど不可能。

しかも、予め予想することは殆ど不可能な害作用を生じる組換え遺伝子が自然界に広範に広がったとき、その汚染の脅威は、従来の有害化学物質の汚染問題の枠組みでは捉えることができない。
８　イネ遺伝子の水平移動（９頁）：科学的に明確に証明したデータはない。Ｘの主張は、科学的に是認されていない理論あるいは非科学的な推測の域を出ていないものを前提。
この可能性を示唆した論文は多数あります（フランケン資料の引用文献）


３、GM事故固有の特質（10頁）

(1)、予見不可能性

起こり得る事故の可能性や不都合な現象の予見が、有害化学物質と比べても、また通常の生物学的現象に比べても、はるかに困難。

もともと外来遺伝子上に配置された各遺伝子は、それぞれある特定の目的のために設置、設計されているが、しかし、ひとたびイネゲノム中に入ると、これらがイネゲノム上の他の遺伝子の支配下に置かれたり、逆にイネゲノム中の他の遺伝子に作用をもたらす可能性をもつ。ところが、現在の科学では、これらの膨大なる相互作用をあらかじめ予想することは全く不可能だから。

(2)、回復不可能性

組換え遺伝子の汚染がいったん拡散すれば回復できない事態になる。

(3)、結論

　GM事故の予見不可能性と回復不可能性というGM事故に固有の重大な特質を念頭に置けば、我々が取るべき基本的態度として、「やってみないとわからない」と安易に野外実験を行うべきではなく（もし異常が生じて、それが野外で他の生物に拡散すればもはやとりかえしがつかない事態になる）、その前に、長い時間をかけて十分、閉鎖された実験室内での基礎実験が必要不可欠と考えるのが当然である。




第５、我が国におけるGMイネ野外実験の経緯（12頁）

我が国では、これまで、GMイネ野外実験の計画の発表に対し、当該野外実験の危険性・問題点を憂慮する多くの市民の声が上がり、これを受けて、以下の通り、実験中止という措置が取られて来た。
16日本における他のGMイネ野外実験（15～16頁）：愛知県での２０００年の隔離圃場実験を皮切りに，全国で多数行なわれている。
本GMが一気に完成品になることはないなら、十分な時間と手順を経ながら閉鎖実験系で選抜し、その上で野外実験をすべき。選抜を野外でどうしても行わねばならない理由が不明。


第６、GM作物野外実験が正当化されるための条件（13頁）

GM技術は従来の技術にはないGM技術特有の危険性・問題点を持つため、GM作物の安全について、伝統的な取組みではもはや適切な対応できず、そこで、GM技術特有の危険性・問題点に対応した取組みをするためには、もっかのところ、リオ宣言の原則15に規定する予防的な取組方法という観点の導入が不可欠。

　　↓

少なくとも次の３つの条件が満たされていることが必要。

1 実験の目的の正当性

　GM作物栽培の有用性が十分に認められること。

2 危険防止手段の正当性

　実験において予想される危険の発生に対して十分な防止手段が取られていること。

3 実験の方法の正当性

　より安全な実験室内からより危険な野外実験に移行することを正当化するだけの十分な根拠が認められること。




第７、本GMイネ野外実験の検討

１、実験の目的の正当性

1 コシヒカリＢＬ（14頁）

本野外実験の目的のひとつ「いもち病に強いイネの栽培」は、既に、従来の品種改良により同一の目的を達成したイネ（たとえば新潟県の開発品種「コシヒカリＢＬ」疎甲６）が存在しており、わざわざ危険性のあるGM技術を用いる必要はない。
３、本実験の必要性・有用性

(3) （５頁）

②白葉枯病などの細菌といもち病菌などのカビの両方に対する複合病害抵抗性をもつイネは従来の育種では実現されていないし、今後の開発の見込みもない。

③これまでの育種では解決できない病害に対する抵抗性も得られている。

・「コシヒカリＢＬ」のようにブレンドの必要はない。
· ＸはGMO全般に反対しているのではなく本GMイネの有用性および拙速な野外実験に疑問を呈しているのである。したがって、「そもそも」論は的外れ。

· いもち病耐性の品種はコシヒカリBLだけでなく多々あり、農薬もある。いもち病と白葉枯病とが並存して感染するケースはすくなく、同時に耐性を持たせるメリットはリスクに比べてすくない。
(Ｆ)優先順位４


2 いもち病の被害の程度（14頁）

イネ収穫量全体のわずか１．８パーセント（2001年から2003年の３年間の平均）にすぎず、そのために、わざわざ危険性のあるGM技術を導入する必要性がどこまであるのか大いに疑問
(2)①いもち病（4頁）

・いもち病は国内の最重要病害である。

・病害防除に要する農薬のコストは2003年で814億円，いもち病防除のためのコストは441億円。

　　　↑

本実験は，いもち病による生産減少を回復し，いもち病対策として現在散布されている農薬を減らし，もって環境に負担のかからない安全な農業を確立する為に不可欠な実験である。

・さらに，本実験で得られる技術は，薬剤散布では効果がない病害(小麦赤かび病)などにも応用でき，農学的にも本実験は大きな期待を担っている。
いもち病被害が収穫の◆１．８％という数値の根拠は私にもよくわかりません。彼らがトン数で反論せず、面積でのみ論じている点に注意。

◆仮にこの数値が本当だとして、本GMイネによって被害のうちどの程度が回復するのか全く不明。農薬散布の軽減というが、どの程度。

本GMイネのいもち病耐性のデータ、白葉枯病耐性の有用性データは不十分。

◆Ｘは有用性に関する定量的データの提示を強く求める。その上で本GMが4ページ提示の被害をどの程度軽減しうるのか、その予想値の提示を求める。それが有用性データの本質だから。
←農水の統計資料を提出。

←もし、農薬減少を真の目的にしているのなら、「万が一ディフェンシン耐性の菌が出現したとしても、現行農業に対する耐性菌ではないため、現行農薬で十分対処できる」（12頁）なんて、どうして口にできるか！

←何の科学的実験データの裏づけもナシに、どうして「応用できる」などと断言できるのか、とても科学者とは思えない！



3 ディフェンシン遺伝子導入イネの有用性を証明した実験データ（15頁）

本野外実験で使われるディフェンシン遺伝子を導入した形質転換イネのイネいもち病および白葉枯病に対する単独および複合抵抗性を検証したデータの提示が十分でなく、本実験の有用性も明らかでない。
18 実験方法の妥当性

(1)　ディフェンシン遺伝子といもち病に対する抵抗性の増大の証明（16頁）：

　遺伝子の存在と耐病性の発現が完全に一致するため，本件イネに付与された耐病性形質がディフェンシン遺伝子の効果であることは明らかである。
←これだけでは不十分。いもち病菌を静圧するにたるディフェンシンの必要濃度が、本GMイネで実現されているのか。本実験を通して、発現データ（目的とする遺伝子産物＝ディフェンシンタンパク質の動態）がほとんど示されていない。
(Ｆ)優先順位１

素朴な疑問：「遺伝子の存在と耐病性の発現が完全に一致」とは、何のことでしょう？もっと市民が分かるように明快に解説してもらいたい。

④花粉の不稔化など予防対策の不在（15頁）

一般に、野外実験の最大の目的とは、近傍の植物との交雑可能性の検証であり、通常なら、花粉の不稔化など予防対策を講じた上で、それでも起こりうる頻度を検証するもの。ところが、本野外実験はこうした予防対策を何も講じていない。

本実験のように植える時期を近隣のイネとずらしたりしては、肝心の検証すらできない。一体何を目指して本野外実験するのかその目的が不明である。




２、危険防止手段の正当性

①本GMイネ野外実験の危険性・問題点

(1)、いもち病菌や白葉枯病菌の拡散の問題（15頁）

　Ｙは野外の実験場にイネの病原菌を大量に噴霧することになり、それが実験場の外に拡散し、近隣の田畑に広範囲に汚染されるおそれがある。But！Ｙは、これに対する対策を十分に取っているという説明はどこにもない。


10病原菌飛散の可能性の不存在（11頁）：

(2)いもち病菌の噴霧試験は行なわない。病菌に罹患した苗を本件イネの苗に隣接して栽培する方法で罹患可能性を検証する。

いもち病に罹患した本件イネは栽培土壌に埋め込んでいもち菌を撲滅する。

(3)白葉枯病菌についても噴霧はせず，菌液を付着したはさみで本件イネの葉を切断する方法（剪葉接種法）で，耐病性を判定する。
病原体拡散防止の方策については十分な説明がなされていない。

病原体に罹患したイネを隣接して植えることは、野外に病原体を置くことになり、ここから胞子等の飛散が起こりうる。また、病原体に罹患したイネとの交雑が起こりうる。土壌中の埋め込みでは、環境中に病原体を残し、土壌の流出に伴う病原体の拡散が防げない。病原体滅菌は通常、焼却すべきである。

　いもち病菌は、わらやもみ、雑草などについて越冬できる。



(2)、ディフェンシン遺伝子が真実、自然食物から取られたままの手を加えていないものかどうか、という疑問（16頁）

Ｙは「本GMイネのディフェンシン遺伝子は、カラシナから抽出しているので安全だ。」と主張しているようである。

But！元々自然界のディフェンシンは、病原菌によって修飾をうけ無力化することが多く、これを避けるため、通常は自然食品から抽出した同遺伝子の一部に人為的に手を加えている。

本実験でも、モディファイされたディフェンシン遺伝子を使用している可能性が大。If so,モディファイド・ディフェンシン遺伝子の安全性はまだ確認されておらず、そのような安全未確認のものを使用することは大問題.
11モディファイしたディフェンシン遺伝子を用いていないこと（11～12頁）：

(1)(2) 本実験は、自然界のディフェンシンを用い、モディファイされたディフェンシン遺伝子は使わない。ディフェンシン遺伝子は人が長い間食用としてきたカラシナから得たものである。

(3)ディフェンシンは，細胞膜の特定の脂質（スフィンゴ脂質）に関わり抗菌作用を示し，スフィンゴ脂質の構造の違いにより動植物に影響しないと報告されている。

　ディフェンシンについて，細胞に穴をあけるとう研究報告例はない。
◆ディフェンシンが、カラシナ由来であることをもって安全性の根拠とすることはできない。なぜならディフェンシンは遺伝子工学的に新たなプロモーターの支配下に置かれ、その発現量、発現様態はカラシナゲノムに置かれていた場合とは全く異なるからである。

◆ディフェンシンの作用機構が未知であることはＹも認めている。このようなものをどうしてつかうのか。ディフェンシンがヒトの細胞に害作用を与えないことを証明すべきである。この点が確認されないと食品として使うという前提が保障されない。

◆ディフェンシンが食用部分に移行しないことを示すデータの提示がない。ディフェンシンは胚乳部分で発現しなくとも胚芽部分での発現はありえるのではないか。


未だ安全性が未確認の「モディファイしたディフェンシン遺伝子は使用しいていない」と反論するが、極めて疑わしい。なぜなら、

①03.12.22のＹのプレスリリース《我が国独自の技術で安心な組換えイネを開発》に、「カラシナ由来のディフェンシン遺伝子が複合病害抵抗性付与に最も効果の高いことを確認し、本研究に用いています（特許出願公開中：特開２００３－８８３７９）」と述べているが、この出願書類では、モディファイしたディフェンシン遺伝子を使用していることが明らか。
②センターニュースの最新号（2005.6）５頁に、特許出願した一連の技術として「アブラナ科作物由来ディフェンシン遺伝子　特許出願中」を紹介するが、これも上記出願特許のことであり、ここからも同様の結論が導かれる。

③本実験の担当者らが執筆した「抗菌蛋白質ディフェンシンの多様な機能特性」にも、彼らのこれまでに蓄積された成果として「遺伝子改変による機能増強」を掲げている（233頁）

(3)、食品安全性の審査を受けていない実験手順の問題（16頁）

もし実験だけ先に進め、最後の段階で食品安全性の審査ではねられたら、その間の多額の研究費用と手間をかけた実験が水泡に帰す。そんな非合理で無駄なことをしないために、手順として、まず食品安全性の審査を先に受けて、その上で野外実験に進むべき。
６食品安全性の審査（８頁）：そもそも本実験の成果物は食に供されるものではなく、いわんや食品として流通することも一切ないので、食品安全審査を受けるべき前提を欠く。

　本実験は、法律上、本来的に食品安全審査を経ることが不要。
食品として供されるものの作出をゴールとする以上、食品としての安全性を示すデータが、野外実験の前提となると納税者は考える。
←なぜ、今までの審査手順が、食品安全性が野外実験のあとになっていたかというと、これまで食品安全性の審査を受けた食品が殆ど海外のものだったから（疎甲　）。国内産であれば、話は全く別。

資料（宿・安）[gmng:0420] [gmng:0409]
←Ｙは、本実験の計画書（05.4.22）において、

早急に実用化を図る必要がある．

高度複合病害抵抗性を持つイネ系統の実用化に向けて，組換えイネ系統の圃場条件下での実用的耐病性の評価を行なう

（1頁　１(1)①と②）

と早急な実用化を高らかに強調して本実験を実施。だとすれば、食品安全性の審査も視野に入っていて当然のはず。

準(1) ２、実験の危険防止手段の正当性について（2頁）

交雑防止措置とイネの花粉の飛散距離について

Ｙ作成の「作成の栽培実験計画書」で、《指針および通知（平成17 年4 月12 日）に示されている組換えイネの栽培実験に必要な隔離距離26ｍ を確保するため‥‥最も近接した一般農家水田は東側にあり，事業所境界に接した高架の道路を挟んで隔離圃場境界から約220ｍ の距離にある．》But！実際のイネの花粉の飛散距離は最大で９００mにまで達するという論文（疎甲13）があり、ましてや、本実験場は、夏には北東からの風が強く吹く地域にあり（そのデータは近日中に提出予定）、こうした状況に照らしてみたとき、本実験の上記交雑防止措置では不十分極まりない
９　交雑防止策（９～10頁）：

(1)Ｙはこのようなことが絶対生じることのないようあらゆる可能性を検討した上で万全の注意を払って本実験を遂行しており、Ｘの主張する危険性は存在しない。（小括でも反復）

(2)①そもそもイネは自家受粉の性質を有する。この点から交雑の余地ないしおそれは極めて低い。

②これまでの知見では、交雑の生じた最長距離は25.5メートルであるところ、GMイネの圃場とＹ所有の他の実験圃場とは28メートル以上離れている。

③本件圃場と最も近いＹ以外の一般農家の圃場ですら、上記交雑の生じた最長距離の約10倍である220メートル以上離れている。

④本件圃場とＸ所有農場のうち最も近接した農家との距離も3.2km以上離れている。

(4)①開花前に遮蔽した袋を被せる予定

(4)②本件近隣農場のイネの予想開花時期は8月1日から15日であり、GMイネの予想開花時期は8月20日から9月３日であるから、時期的な点をみても、交雑の余地ないしおそれは一切存在しない。
◆直接の交雑の可能性は少ないとしても、間接的な交雑（Ｙの圃場内で交雑して、経年的に拡大する）の可能性は十分ありうる。２５．５メートルでありえたものが、28メートルで起こりえないと考えるのは安全率の考え方ではない。

· 周辺農家のイネ開花時期予測は一方的。

· 気象変動（大雨、洪水、台風）における苗の流出、花粉、病原体の飛散などの対策は？
←重要な確認点：Ｙもまた、交雑の可能性について、「このようなことが絶対生じることのないようあらゆる可能性を検討した上で万全の注意を払」うべき必要性を認めている点。

　そこで、問題は、単純明快に、Ｙが実際に取った措置が、果して「交雑の可能性が絶対生じることのないもの」であったかどうか、という問題に絞られる。

←安全率の考え方、書証なりを補強して主張。

←　花粉の飛散距離についての反論
1 20m（今年から26m）の基準設定の言い加減さを証明（「第１種使用規程承認組換え作物栽培実験指針」検討会の資料・昭和53年11月愛知県農業総合試験場研究報告40頁に調査株数はたった２株のみと報告アリ）

2 生井氏の陳述書と論文　予定

3 本実験場の夏の強風のデータ　提出

（疎甲13の矢頭論文16頁「稲田圃場は‥‥北風が顕著な卓越風であった」・気象庁HPのデータ）

←正確な数値確認（宿題・山田）

→2.7km（マピオン地図が証拠）距離に関し、平気で500m以上も間違える神経を問題にせざるを得ない。

←反論（主題・新潟）

←反論（主題・新潟）

②．本件GMイネの危険性・問題点

(1)、ディフェンシンの作用機構（人体への影響など）が未解明（17頁）

ディフェンシンはカビの細胞に穴を開けて細胞を破壊するたんぱく質とされているが、これが果してヒトの細胞に害が及ばないかどうかなど、その作用機構が解明されていない。

Ｙの反論：かりにそうだとしても、 イネの実などの食用部分では遺伝子が発現しないようにしているから心配ない

But！ディフェンシンは細胞質たんぱく質ではなく、分泌型たんぱく質である以上、たとえGMイネのディフェンシン遺伝子が発現される部位が非食用部分であっても、ディフェンシンが細胞外に出て食用部分に移ってしまう可能性は否定できない。Ｙがもし本気で食の安全について「心配ない」と主張するのであれば、「ディフェンシンが、食用部分には絶対に移行しない」ことを実証する実験をやらなければならない筈だが、しかし、この実験は全くなされていない。


(Ｆ)優先順位２

何一つ反論しない、という素晴らしい態度を表明してくれた。

この問題点こそ、引き続き、徹底して強調。

１、第２回田植えの映像（現場で、「食用部分にディフェンシンが発現しないか」をめぐって質疑応答）を提出済み（疎甲17）

２、その映像の解説版である金谷陳述書　提出（作成準備中）

３、本実験の担当者らが執筆した「抗菌蛋白質ディフェンシンの多様な機能特性」で、ディフェンシンの作用機構（人体への影響など）が未解明を表明→書証として提出

(2)、もみいもちタイプのいもち病菌にとって天国の出現（17頁）

If so 本GMイネの葉や茎はいもち病菌の感染に抵抗性を示すだろう。しかし、ディフェンシンが存在しないもみの部分はいわば無防備の状態にある。自然界にはもみに好んで取りつくタイプのいもち病菌（もみいもち）が存在し、本GMイネが広範囲で使用されれば、葉や茎に取り付くタイプのいもち病菌にとっては繁殖しにくい環境といえるが、もみいもちタイプにとっては天国。
17　左の主張への反論（16頁）：そもそももみに好んで取り付くタイプのいもち病菌（もみいもち）は存在しない。イネの葉に感染するいもち病菌と，イネの穂に感染するいもち病菌は同じ菌である。
もみいもちというのはもみに感染するいもち病の一般呼称である。穂いもち。ディフェンシンがもみ以外の場所で発現すれば、いもち病菌の感染部位としてもみがターゲットになるのは合理的な推論である。
←確認（宿題・新潟）

(3)、ディフェンシンに対する耐性菌の問題（18頁）

より根本的な問題として、ディフェンシンに対する耐性菌の問題あり。

Ｙは「ディフェンシンには抵抗菌ができにくい」と主張するが、何の根拠もない。自然界には、既にディフェンシンが効かない病原菌が存在するが、本GMイネの誕生によって、さらに耐性の強い病原菌が誕生することが予測される。そうなると、さらに、この耐性菌を倒すことができる農薬またはGMイネを莫大な金と時間をかけて作らなければならず、完全ないたちごっこになるだけ
12 耐性菌出現の可能性がないこと（12頁）：

(1) 本実験に用いるディフェンシン蛋白質のような抗菌性タンパク質の場合、抗菌作用は穏やかであり、耐性菌の出現の余地は科学的になく、また実際耐性菌の出現についての報告もない。

(2) 万一ディフェンシン耐性菌が出現しても，現行農薬で十分対応できる。

(3) Ｘのいうように、耐性菌出現を恐れて何もしないというのであれば、例えば抗生物質の発明も行なうべきでないということになる。これは不確実な負の要素の出現を理由に、課題解決や改善のためのあらゆる科学的発明、発見を否定する論理であり、Ｙはもちろんのこと、一般の科学者として到底取りえない特異なロジックである。
◆抗菌作用が穏やかであることと、耐性菌の出現可能性とは無関係である。耐性菌の出現は過去の抗生剤の歴史から見ても、出来ないといわれていても出現している。

◆もし抗菌作用が穏やかなら、いもち病耐性についても期待されるほどの効果は得られないのではないか。

◆ディフェンシンはペプチド（小型のタンパク質）である。いもち病菌や白葉枯病菌は各種のプロテアーゼ（タンパク質分解酵素）を分泌する。ディフェンシンによる選択圧（自然淘汰）を受ければ、必然的に、ディフェンシンを速やかに分解し、無力化するプロテアーゼの産生能が増強された変異種が選抜される可能性がある。天然にはプロテアーゼが多数、存在する。イネにも存在する。Ｙらは、発現したディフェンシンの半減期（イネ体内での残存時間）を調べるべきである。

◆ディフェンシン耐性いもち菌が出現すれば、本GMイネの価値はなくなり、そのうえ、現行農薬の使用が必要となれば、本計画は全く意味がなくなる。またその可能性は高い。

◆耐性菌をおそれて、抗生剤の発明をおこなうべきではない、とは論理飛躍である。ディフェンシン組み換えイネが、いもち病に対する唯一の解決法であれば、リスクVSベネフィットの観点から、開発の合理性が認められよう。しかし、いもち病に対する方策は現行法としてすでに多数の選択がある。そのうえであえて危険性があり、有用性が未知のGMイネの野外実験を行う必要はないといっているのである。
←　答弁書はウソ。

本実験の担当者らが執筆した「抗菌蛋白質ディフェンシンの多様な機能特性」で、「耐性菌出現の余地は科学的にない」などとは言っておらず、ちゃんと「抗生物質や農薬の主成分である薬剤と比較して、抗菌蛋白質では抵抗性崩壊の懸念は低いと考えられる」（233頁左下から12行目以下）と、その可能性を認めている。

←農薬で対応できるのでは、農薬減量という本GMイネ開発の目的を放棄

←Ｘが、一体どこで「耐性菌出現を恐いから何もするな」などと言ったか示して欲しい（風評被害だ）。

３、実験の方法の正当性

①イモチ病に対する抵抗性の増大とディフェンシン遺伝子との関連性（19頁）

本件ではイモチ病に対する抵抗性の増大が、果して導入したディフェンシン遺伝子の効果であるかどうかを実証するデータが不足。にもかかわらず、危険な野外実験に踏み切るのは大いに問題。

その前に、実験室内でこの実証に足りるだけのデータを集めるべき。
18 実験方法の妥当性

(1)　ディフェンシン遺伝子といもち病に対する抵抗性の増大の証明（16頁）：

　遺伝子の存在と耐病性の発現が完全に一致するため，本件イネに付与された耐病性形質がディフェンシン遺伝子の効果であることは明らかである。
←これだけでは不十分。いもち病菌を静圧するにたるディフェンシンの必要濃度が、本GMイネで実現されているのか。本実験を通して、発現データ（目的とする遺伝子産物＝ディフェンシンタンパク質の動態）がほとんど示されていない。


②「遺伝子産物のディフェンシンが、食用部分には絶対に移行しない」ことを実証する実験を実験室内で検証しておく必要性（19頁）

　危険防止手段の正当性の②(1)で、Ｙは、本GMイネの食品安全性について、「イネの実などの食用部分では遺伝子が発現しないようにしているから心配ない」と主張するが、上述した通り、「遺伝子産物のディフェンシンが、食用部分には絶対に移行しない」ことを実証する実験を実験室内で検証しておくことが必要不可欠。
18 実験方法の妥当性

(2) （16～17頁）：

ディフェンシン蛋白質が胚乳部分（白米として食用にする部分）には残存していないことをＹは実験的に確認しているし、実験室内で所要なデータはすでに収集済みである。
◆遺伝子の存在と耐病性の発現の一致のみをもってそれが遺伝子産物ディフェンシンの効果であると結論することはできない。組み換え操作によって引き起こされた副次的な宿主側の効果である可能性も除去できない。この点は野外実験に先立って検証されるべきである。

· 玄米に混入する可能性がある。玄米として食べることを禁止する米の商業利用は不可能である。

· 発現されたディフェンシンタンパクが胚に移行しないデータを示して欲しい。
(Ｆ)優先順位３
2つのレベルで反論。

１、発現のレベル

第一の問題は何をもって「食用部分」というか。Ｙが言うように「胚乳部分」だけが食用部分ではない。玄米の外側の緑の部分（果皮）もまた玄米の「食用部分」であり、ここにはディフェンシンが発現する可能性がある。どうするのか全く不明。

２、移行のレベル

　発現されたディフェンシンタンパクが胚に移行しないデータ

　閉鎖系の実験の成果に基づく安全性について（一般論の主張はしない。あくまでも個別の論点で主張済み）
７　閉鎖系の実験の成果に基づく安全性（８頁）：

(1)これまで３年間に及ぶ閉鎖系の実験で，異常個体はすべて排除した。

(2)本実験に供試したイネは，すべて異常を確認していないイネを選別。

(3)なお、植物体内で生理的異常が発生すれば通常、その植物は生存できず消滅するので，本件ＧＭイネに異常なものが混入する危険は皆無である。

18 実験方法の妥当性

――野外実験の必要性――
(3)　実験室内で十分な安全性を確認しており、野外実験をする必要がある。（17頁）：

　Ｙは，実験室内での実験を踏まえて，環境影響評価，耐病性評価および生育評価を行い，導入遺伝子の効果を検証する必要があるので，本実験は耐病性組換え体の研究に必須の過程である。
←(1)過去に異常個体が発生したことは、今後も異常個体が出現する可能性があることを示唆する。

←(3)植物体内の異常は、必ずしも生存できず自然とうたされるほど重大なものとは限らない。


←本野外実験の必然性のなさを検証（宿題・Ｋ氏）

←一般論の能書きは結構。

我々が問題にしているのはそんな抽象論ではなく、具体的な問題点である。この点をきちんと証明してもらいたい。

←　同上


１５ 本件ＧＭイネ技術について（15頁）

(1) 本件ＧＭイネの品種改良については、経年的に観察して淘汰(生育に不適なため生存できないこと)や選抜(作物として適切なもののみを選ぶこと)を行うという従来の育種と同様な方法により行ってきた。
(2) 本実験で使用されるＧＭイネはすでに3年半の形質調査を行なっており、今後も5年以上の観察を行う予定である。このように通常の品種育成と同様に本件のイネは十分に時間をかけて観察するため、作物として不適当なイネや生存に不利な性質を持つイネをすべて除くことができる。

(3) Ｘの「新規生物には緩衝時間がないという」主張は、誤解に基づくものであり誤りである。すなわち、遺伝子組換え技術は、これまで交配育種では導入できなかった形質を付与する技術のひとつであって、新たに作出できた個体は、その後、交配育種と同様の時間と手順を経ながら選抜されるものである。本件ＧＭイネが一気に完成品になるのではなく、この点においてＸの主張は、作物育種の実際を全く理解していない、誤った主張としか評価できない。




19　実験中止によるＹの回復不可能な損失（17頁）：

(1) 今回の田植えが予定通り実施されないことになると、本ＧＭイネ系統の採種が出来なくなり、数万分の一の確率で作出したイネ系統を損失することになり、大きな損害を受ける。

(2)本実験は、Ｙにおいて膨大な人的資源及び研究コスト（実験の開始された平成10年から、相当の研究費を計上するとともに、フル稼働換算でのべ20人の所属研究員を関与させた）を負担し、希少なイネ系統を数万分の一の確率で作出し、その上に継続されているものである。田植えは適期に行う必要があり、延期することは所要データを採取する機会を喪失することを意味し、事実上中止されたことに等しい。

もし本実験が予定日に行わなければ、さらに前記と同等のコストを負担し、最初から希少なイネ系統の作出をしなければならなくなる
閉鎖系で継代すればよいのであって、イネ系統が損失するというのは大げさである。
←これは明らかにペテンだ。

反論（宿・新潟）
←子供だましみたいな真似はやめたほうがいい。

Ｑ[gmngproduction:0193]

[gmngproduction:0197]

[gmngproduction:0201]

[gmngproduction:0206]

Ｑ[gmngproduction:0207]

[gmngproduction:0209]

[gmngproduction:0211]


５、カルタヘナ法の遵守（６～８頁）：

(2)農水大臣及び環境大臣の承認を得た第１種使用規程に基づいて実施される実験である。

(4) カルタヘナ法上は求められていないが，Ｙは，農水省の栽培実験指針(乙４)に基づいて，自主的に情報提供と意見交換に努めてきた。

カルタヘナ法の問題点（修正）

1、 目的・対象の不備

　元々、野生の動植物の多様性の保全を目的。それ以外の栽培農作物には及ばない。また人体の健康への影響も及ばない。

2、 栽培種への対策の不備

１の前提の下で、独立行政法人の圃場での栽培実験指針ではとりあえず栽培農作物への対応も考慮されているが、But！

(1)、花粉の飛散による交雑防止の隔離距離の算定根拠ひとつとっても極めて不備。

(2)、土壌微生物への配慮もない。

(3)、GMイネの花粉の花粉症への影響への配慮もない。

3、 結論

GM栽培の安全性を判断する上で、カルタヘナ法はいかなる意味・機能を果たすか？→　カルタヘナ法とは専ら野生の動植物の多様性の保全を目的としたもの、よって、もし本法を遵守しなければ、それだけで直ちに重大な違法行為であり、文句なく差止が認められるという機能を果たす。しかし、本法を遵守したからといって、GM栽培の安全性がすべて証明されたわけでは全くない。それゆえ、

GM栽培の安全性を最終的に判断するためには、個々具体的に、交雑防止の危険性、土壌微生物への危険性、花粉症への影響などを吟味した上で初めて結論が導き出せる。

　その意味で、カルタヘナ法自体はGM栽培の違法性を基礎付けるが、適法性を基礎付けるものではない。

第３、１、Ｘ番号１～２（７頁）
準(1) ３　風評被害について（４頁）

　新潟県は、従来の品種改良により長年かけて開発した品種「コシヒカリＢＬ」（ＢＬコシヒカリ）を、本年度から、いもち病に強いコシヒカリとして全面的に導入を決定。その結果、もしこのまま本実験が強行されれば、いもち病に強いGMイネが、新潟のコシヒカリと交雑する恐れがあり、「ＢＬコシヒカリは危険だ」という風評が広がるのみならず、さらに、一般消費者の間に、いもち病に強いＢＬコシヒカリとは、本実験のうたい文句である「いもち病に強いGMイネ＝GMコシヒカリ」のことではないかという風評が容易に広がり、その結果、ＢＬコシヒカリの全面導入を決めた新潟県の生産者に、風評被害の常として、ほぼ回復不可能な莫大な損害をもたらす恐れが大いにある。
13 レビュテーションリスク（13～14頁）

(2) そもそも本実験自体何ら違法性がないので、適法な行為から生じた結果についてＹとして法的に責任を取るべき理由はない。

(3) Ｙは、本実験に対する正しい情報を提供しかつ開示責任や説明責任を履行しているから、特定の第三者が非科学的な理屈でこれを歪めて伝えない限り、風評被害は発生しようがない。

(4)以下、略（←話にならない）




14　損害の事後回復の可能性（14～15頁）：

(1) 植物体や種子の管理・処分、花粉の飛散防止についても、研究所の厳重な監視下での実験であるため、そもそもＸを含め一般の農家等に損害を与えることはない。
(2) 従来も、栽培したイネから翌年の種子を採集する際には交雑したイネの処分(抜き取り)や種子の更新(検査を受けた種子の使用)、品種の変更による耐性菌対策などがおこなわれている。
(3) そもそもイネは我が国の気象条件では人的保護を与えなければ生息できないので、人の手を離れて自己増殖することもあり得ない。

(4) 現状の日本の農業事情に照らしても、イネを含めて現在の農作物栽培では種子生産の栽培管理方法による品質管理がきわめて緻密であり、品種の純度は高く保たれていて、品種の混入による栽培品種の純度低下の可能性は極めて低い(ちなみに、コシヒカリは全国で40年以上にわたって栽培されていて、一方、毎年、全国では80品種以上のイネ品種が栽培されているが、コシヒカリに他品種の遺伝子が混入して栽培しているコシヒカリが変化してしまっていることはない)。そしてそのような状況下においては，生産履歴を追跡検証することや、遺伝子分析を行うことによるＧＭイネの特定や履歴追跡は可能であるので、事後的回復は十分対応可能な課題である。

←本日（07.08）日経記事で、GMナタネが５府県１３箇所で自生していることが判明。どうして、この重大な事態を未然に防止できなかったのか、ここに百の説法より明白な、生きた症例がある。

←　[gmngproduction:0235]前半

←　[gmngproduction:0235]後半

他品種が混入する可能性

[gmngproduction:0244]

[gmngproduction:0246]

全体：[gmngproduction:0238]

第８、保全の必要性（19頁）






【追加】

地元住民の同意または十分な理解の不在について


カルタヘナ法は、実験を実施する近隣への説明まで求めるものではないが、Ｙは、「国民の理解のもとで円滑な栽培実験が行われる」ことを求める農林水産省の定める栽培実験指針(乙４)に従い、自主的に情報提供と意見交換に努めてきた（乙５）。（７頁）

2つのレベルで反論

1、 カルタヘナ法の不備（修正）
もともと、カルタヘナ法で「地元住民の同意」を要求しないのは、本法の目的が野生の動植物の多様性を保全することにあるからである。従って、GM栽培を、栽培農作物の保全という観点で考えたならば（まさに本件ではそれが求められている）、当然のことながら「地元住民の同意」が不可欠となる筈である。

　その理が正しいことは、地元住民は言うに及ばず、地方自治体の長も、さらには農水省も、当事者ならみんな分かっている。

　　　↓だから、こういう態度に出る。
２、実際上も、地元住民の同意またはそれとほぼ同等の「地元住民の十分な理解」が全く不十分なこと。

①県知事・上越市長の表明（新聞記事。疎甲９の３　）

②農水省の通達（2002.11.21）

安全性が確認されたGM大豆でさえ、「周辺地域、住民の理解を十分に得ること」を要請

③第２回田植えの映像（現場で、「地元の同意」をめぐって質疑応答）（疎甲17）

ここで、Ｙは地元住民の同意或いは十分な理解の重要性は当然理解していて、その上で、これがきちんと実行されていないことを認めていることが明らか。

④その映像の解説版である金谷陳述書



【追加】

土壌微生物の問題

本実験で組替えられたディフェンシン遺伝子が、水平移動により実験場の土壌微生物に移動し、そこから組替え遺伝子が拡散する危険性について
【予想反論】

ディフェンシン遺伝子は緑色組織のみで発現し、根には発現しないから、こうした問題は発生しない。

Ｋ氏、検討中。

←【予想再反論】ディフェンシンが細胞質たんぱく質ではなく、分泌型たんぱく質である以上、たとえディフェンシン遺伝子が発現される部位が緑色組織部分のみであっても、そのディフェンシンが緑色組織の細胞外に出て根の部分に移ってしまう可能性は否定できない。

【追加】イネ花粉の花粉症への影響






【追加】実験の目玉である特許の拒絶査定
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